
２０２２年４月の
参考銘柄

●テスラ（TSLA：NASDAQ）（$ 1,025.49）

2003年創業の世界最大の電気自動車（ＥＶ）専業メーカー。2022年の生産・納車台数は
100万台超えを見込む。年内に株式分割を実施する計画を2022年3月28日に表明。

●ウォルト・ディズニー（DIS：NYSE）（$ 131.87）

複数事業を展開する総合エンターテインメント企業。アニメ、テーマパークなど娯楽関
連分野を多角的に手掛ける。

●パランティアテクノロジーズ（PLTR：NYSE）（$ 12.70）

ビッグデータ分析大手。各国の防衛費増。諜報機関のほか、米国国防省や米陸軍など利
用広がる。欧米やアジアでも販売拡大。

●ブロック（SQ：NYSE）（$ 123.22）

決済サービスを中心に幅広くフィンテック（金融とテクノロジーを組み合わせた造語）
事業を手掛ける企業。2021年12月に社名を「スクエア」から「ブロック」に変更。

●関東電化工業（4047：プライム）（100株 972円 約10万円）

半導体・液晶特殊ガス等。住友金属鉱山と使用済みリチウムイオン二次電池からリチウ
ムを電池材料として再資源化する水平リサイクル技術を確立。

●良品計画（7453：プライム）（100株 1,267円 約13万円）

無印良品。企画から小売りまで一体。アジアで出店加速。足元の売り上げは4か月連続で
前年実績を下回っているが、経済活動再開の期待や証券会社のレーティングは買い評価
が多い。

●大紀アルミニウム工業所（5702：プライム）（100株 1,543円 約16万円）

アルミ2次合金地銀の国内トップ企業。海外も堅調で最高純益連続更新。

●商船三井（9104：プライム）（100株 2,983円 約30万円）

総合海運大手。タンカーなど油槽船とLNGの保有。隻数は国内最多。2022年3月31日を基
準として1株を3株に分割。PER1.7倍、PBR1.04倍（いずれも会社予想）。

ＳＤＧｓ関連投資信託

● 脱炭素テクノロジー株式ファンド（愛称：カーボンZERO）

● 社会課題解決応援ファンド（愛称：笑顔のかけはし）

● クリーンテック株式ファンド（資産成長型）（愛称：みらいEarth S成長型）

（いずれも大和アセットマネジメント）
※ 販売用資料の表紙を同封します。詳しくは、目論見書等（目論見書、販売用資料、月次レポー

トなど）をご覧ください。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。
※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2022年4月8日終値

2022年4月8日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から

＜その他参考銘柄＞
アマゾン・ドット・コム、アルファ
ベット、アップル、ビザ
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※目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

国内取次手数料

約定代金が7.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が7.5万円超50万円以下の場合・ ・ ・ ・

約定代金が50万円超の場合 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用:外国取引にかかる現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の11%（消費税込）

8,250円（消費税込）

最大で(約定代金の1.00%+2,500円)×1.1（消費税込）

※


